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 新耐震基準の中でも 1981 年～2000 年に建てられた木造住宅は耐震性があるとされて

きたが、2025 年改定版木造住宅の耐震診断と補強方法では熊本地震後の調査結果を受

けて「新耐震基準導入以降の木造建築物についても本診断法を適用し、耐震性の確認を

行うことを推奨している」としていると訂正された。そこで本研究では新耐震基準の中でも 1981 年～2000

年に建てられた木造住宅の耐震性能の実態を現地調査データから明らかにすることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

木造住宅の耐震性は建築年代による耐震基準の違いによって議論されることが多い

が、本研究では文献調査の結果により地域別、年代別の建築慣習に着目した。全国 2,587

棟の現地調査データを分析した結果、東日本地域と比較して西日本地域では慣習によ

り 1995 年より前（阪神・淡路大震災より前）に建てられた木造住宅で非常に重い屋根（例土葺き和瓦形

式）を採用したものが多く、その結果、壁量に対して建物重量が大きくなり、耐震性が低くなる可能性が

示された。本研究が進むことで、より実態に即した耐震診断や耐震改修につながることが期待される。 
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